
初動対応・危機対応支援サービス
多発する不正・不祥事の危機対応において、初動から信頼回復まで総合的に支援します。

企業価値を守るための初動対応
ひとたび、不正・不祥事が発生すると企業価値の毀損は避けられません。特に、初動にミスがあると毀損が拡大するだけでなく、その回復に多大な時間
を要す結果となります。不祥事に端を発する危機対応は、初動がその帰趨を決するといって過言ではありません。

不正・不祥事発生後の企業価値推移イメージ

初動対応のポイント
初動では、迅速に有事体制を構築し、多岐にわたるステークホルダー、タスクを特定するとともに、それらを同時並行で短期に実行する必要があります。
初動における迅速な状況把握・意思決定・実行がインシデントを早期解決する鍵となります。
デロイト トーマツの危機対応の専門家が、豊富な支援実例に基づいて、間違いのない初動、その後の危機対応を支援します。

適切なプロジェクトマネジメント 正確な情報把握・適切な対応方針の検討 誠実かつ迅速なステークホルダー対応

 初期的情報収集
 因果関係分析
 影響範囲確認
 経営層・取締役会への報告

 対策本部設置
 第三者委員会設置
 情報ルート確保
 対応方針の明確化
 外部専門家活用判断

 マスコミ対応
 省庁対応
 顧客対応
 従業員のケア

 監督当局への報告
 公表概要策定
 公表準備・実施
 記者会見の実施判断

情報収集・分析・報告 対応方針検討および体制構築 ステークホルダー対応準備 外部公表

 時間的な制約がある中、多岐にわたる
作業を同時並行で実施する

 監督当局や第三者委員会等、様々な
関係者との協議が発生する

 迅速に各種調査や不正の全容把握する
 不利益を被る可能性のある関係者に対し

て、一貫した方針に基づく公正な対応を
行う

 顧客コミュニケーションおよび広報の実施
方法・実施タイミング等を検討し、適時・
適切な対外発表を行う

プロジェクトタスク例

RecoveryReadiness Response

初動対応 ステークホルダー対応 再発防止

初動対応のミス ＝ 信頼回復の遅れ

迅速な初動対応 ＝ 早期の信頼回復

不正・不祥事の発生企
業
価
値

時間

正確な情報把握・適切な対応方針の検討 誠実かつ迅速なステークホルダー対応

初動から外部公表までの一連の対応に関わるプロジェクトマネジメントに伴走し、確実で漏れのない遂行を支援
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支援事例のご紹介
多拠点にわたる品質偽装事案：本社および各拠点に支援メンバーを配置し、顧客対応、調査対応、メディア対応等を総合的に支援

業種 事案概要

製造業
A社

複数拠点、子会社における検査データ書き換
えや一部検査の不実施

支援概要
• PMO、ステークホルダー（顧客・省庁・従業員など）対応支援
• クライシスコミュニケーション（記者会見リハーサル、プレスリリースQ&A作成）支援
• 委員会調査対応支援、再発防止策策定支援、品質監査支援

食品業
B社 国内拠点におけるサイバー攻撃（暗号化）

• PMO、ステークホルダー（省庁・監査人など）対応支援
• サイバー調査、業務復旧支援
• 社内調査委員会の委員派遣および運営支援

本社PMO

連携

クライアント
本社

デロイト
トーマツ

子会社A

孫会社B

子会社C子会社B

工場1 工場2

弁護士

各拠点PMO

 現場の実態把握
 顧客対応のアドバイス
 顧客向け説明文書作成
 プロジェクト進捗管理
 本社PMOへの報告・連

絡・相談
…etc.

統括
 各種文書・記者会見Q&Aの

リーガルチェック
 調査内容設計
 スケジュール管理
 緊急時対応
 電子データ調査実施検討
 是正措置の立案
 規程類の見直し
 調査委員会報告書作成
 再生プロセスの検討
 公表用報告書の作成支援
 各拠点PMOからの情報収

集・ アップデート
… etc.

指示

本社PMO・調査支援

拠点PMO支援

クライシスコミュニケー
ション支援

 当局、マスコミ等ステーク
ホルダーへの対応支援

 メディアトレーニング
 記者会見Q&Aへのアドバイス
…etc.

デロイト
トーマツ

デロイト
トーマツ

デロイト
トーマツ

デロイト
トーマツ

デロイト
トーマツ
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